
 

 

平成 19 年 5 月期  第 1 四半期財務・業績の

                         

上場会社名 三協・立山ホールディングス株式会社 （コード番号：

（ＵＲＬ http://www.sthdg.co.jp/ ）   

代 表 者  代表取締役社長  要明 英雄  

 問合せ先責任者  経 理 室 部 長  大原 達夫      ＴＥＬ
 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有

    連結（新規）－社  （除外）2 社   持分法（新規）－社 
 
 
２．平成 19 年 5 月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18 年 6 月 1 日
(1) 経営成績（連結）の進捗状況      （記載金額は百万円未満

 売 上 高 営 業 利 益      経  

 百万円   ％ 百万円   ％

19 年 5 月期第 1四半期 79,903   (3.5) △461     (－) △743

18 年 5 月期第 1四半期  77,174 (△1.0)    873 (△60.2)   556

(参考)18 年 5 月期 340,615 3,288      2,23

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭

19 年 5 月期第 1四半期 △3    68    － 

18 年 5月期第 1四半期 △3    94    － 

(参考)18 年 5 月期 4  97        4  69 

 (注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期
   なお、平成 18 年 5 月期第 1四半期及び平成 19 年 5 月期第 1 四半

四半期純利益については、1 株当たり四半期純損失であるため記載
 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 

  当第１四半期におけるわが国経済は、好調な企業業績による設備投

調に入ったことを感じさせ、総じて緩やかながら回復基調にありまし

や日本銀行によるゼロ金利政策の解除に伴う金利上昇などの不安材料

しきれない状況にありました。 

  当業界におきましても、アルミ地金や原油・鋼材市場など素材価格

どにより、引き続き厳しい状況が続きました。 

  このような状況下におきまして、当社では、原材料価格高騰に対し

図ってまいりましたが、自助努力で対応できる範囲を超えた状況とな

表いたしました。しかしながら、当第 1四半期は値上げ前の低受注価

め、利益面では依然として厳しい状況が続きました。 

以上の結果、連結売上高は、前年同四半期を上回る 799 億 3 百万円

したが、利益につきましては、上記の理由などにより、7億 43 百万円

た。また、連結四半期純損失では、特別損失に当社の連結子会社である

立山アルミニウム工業株式会社との合併（新社名「三協立山アルミ株式

11 百万円を計上したことなどにより、11 億 17 百万円の損失計上となり

  
なお、当第１四半期の売上高は、年間の予想売上高（3,530 億円）に

っておりますが、これは、当社グループの主力であるビル建材事業にお
件の引渡しが他の四半期に比べるとかなり低い水準となる傾向にある
 
 
 

 1
(財)財務会計基準機構会員
概況（連結） 

   平成 18 年 10 月 12 日 

3432 東・大  各一部） 

：（0766）20― 2122  

 
 
 
（除外）－社 

～平成 18 年 8 月 31 日） 
を切り捨てて表示しております。） 

常 利 益    
四半期（当期） 
純 利 益       

百万円   ％ 百万円   ％

     (－)  △1,117  (－) 

 (△65.3) △1,197  (－) 

6      1,509      

増減率を示しております。 
期の潜在株式調整後 1 株当たり 
しておりません。 

資の増加等により、景気は拡大基 

たが、一方で原油価格の高値持続 

もあり、経済に与える影響も払拭 

の高騰や競争の激化による影響な 

徹底したコストダウンや合理化を 

り、今春、販売価格の値上げを発 

格の物件が売上計上されているた 

（前年同期比 3.5％増）となりま 

の連結経常損失の計上となりまし 

三協アルミニウム工業株式会社と 

会社」）による追加統合費用 3億 

ました。 

対して約 22.6％の進捗率とな
いては第１四半期での工事物

ためであります。 

http://www.sthdg.co.jp/


(2) 財政状態（連結）の変動状況 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 
１ 株 当 た り 

 純 資 産 
 百万円 百万円 ％ 円    銭

19 年 5 月期第 1四半期 305,690 72,234 23.5 236  57 

18 年 5 月期第 1四半期 314,509 74,342 23.6  244 74 

(参考)18 年 5 月期 301,661 73,771 24.3  241 59 

（注）平成 18 年 5 月期第 1 四半期の数値につきましては、従来の「株主資本」、「株主資本比率」及び 

  「1 株当たり株主資本」を、「純資産」、「自己資本比率」及び「1株当たり純資産」の欄にそれぞれ 

記載しております。 

 

【連結キャッシュ・フローの状況】 

 
営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 5 月期第 1四半期 △1,981 △190 3,581 21,504 

18 年 5 月期第 1四半期 △121 △2,823 17,313 30,816 

(参考)18 年 5 月期 10,326 △7,484    741 20,094 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

     当第１四半期末における総資産は、たな卸資産の増加等により、前連結会計年度末比 40 億 28 百万

円増加し、3,056 億 90 百万円となりました。負債は、借入金の増加等により、前連結会計年度末比

55 億 65 百万円増加し、2,334 億 55 百万円となりました。純資産は、利益剰余金の減少等により、722

億 34 百万円となりました。また、純資産から少数株主持分を引いた自己資本は 718 億 45 百万円とな

り、自己資本比率は、前連結会計年度末の 24.3%から 23.5%となりました。 

    連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、アルミ地金など

素材価格の高騰などの影響により 19 億 81 百万円の支出となりました。また、投資活動によるキャッ

シュ・フローは、設備の取得等により 1 億 90 百万円の支出となり、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは、借入による資金調達により 35 億 81 百万円の収入となりました。以上の結果、現金及び現金

同等物の当第 1 四半期末残高は、前連結会計年度末比 14 億 9 百万円増加し、215 億 4 百万円となりま

した。 

 

３．平成 19 年 5 月期の連結業績予想（平成 18 年 6 月 1 日～平成 19 年 5 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

中 間 期 174,000   500   100 

通 期 353,000 5,000 3,000 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期）   9 円 88 銭 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

  平成 19 年 5 月期の連結業績予想につきましては、現時点で平成 18 年 7 月 28 日の「平成 18 年 5 月期 

決算」発表時に公表しました業績予想からの変更はありません。 

 

※上記の予想は本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績 

は今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 

 

 

○ 添付資料 

・（要約）四半期連結貸借対照表 
・（要約）四半期連結損益計算書 
・四半期連結株主資本等変動計算書 
・（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
・四半期セグメント情報 

 

以  上 
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〔添付資料〕 
 

１．（要約）四半期連結貸借対照表                       （単位 百万円）      

当第 1 四半期末 

平成 18 年 8 月 31 日現在

前年第 1 四半期末

平成 17 年 8 月 31 日現在
増  減 

（参考） 
前連結会計年度末

平成 18 年 5 月 31 日現在科  目 

金  額 金  額 金額 増減率 金  額 

（資産の部）  

Ⅰ 流 動 資 産 160,662 163,812 △3,149 △1.9 154,509

現 金 及 び 預 金 22,732 32,140 △9,407  21,357

受取手形及び売掛金 89,070 88,978 91  90,073

た な 卸 資 産 44,835 39,971 4,863  38,194

貸 倒 引 当 金 △2,045 △3,872 1,827  △2,067

その他の流動資産 6,070 6,595 △525  6,951

Ⅱ 固 定 資 産 145,027 150,696 △5,669 △3.8 147,152

有 形 固 定 資 産 118,493 120,025 △1,531 △1.3 120,631

建物及び構築物 41,106 41,531 △425  41,673

機械装置及び運搬具 16,779 12,085 4,693  17,067

土 地 56,511 58,617 △2,106  57,802

その他の有形固定資産 4,096 7,790 △3,693  4,088

無 形 固 定 資 産 1,585 2,239 △654 △29.2 1,741

投資その他の資産 24,948 28,432 △3,484 △12.3 24,779

貸 倒 引 当 金 △6,354 △6,302 △52  △6,393

そ の 他 31,303 34,734 △3,431  31,173

資 産 合 計 305,690 314,509 △8,819 △2.8 301,661

 

 

 

（負債の部）    

Ⅰ 流 動 負 債 169,905 175,895 △5,989 △3.4 164,364

支払手形及び買掛金 83,048 75,390 7,658  83,934

短 期 借 入 金 44,978 54,145 △9,166  42,180

一年内に返済予定の長期借入金 20,010 20,376 △365  18,772

その他の流動負債 21,867 25,983 △4,116  19,477

Ⅱ 固 定 負 債 63,550 63,867 △317 △0.5 63,525

長 期 借 入 金 37,141 38,957 △1,816  36,949

退職給付引当金 6,716 9,500 △2,783  7,197

その他の固定負債 19,692 15,410 4,282  19,378

負 債 合 計 233,455 239,762 △6,307 △2.6 227,890
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当第 1 四半期末 

平成 18 年 8 月 31 日現在

前年第 1 四半期末

平成 17 年 8 月 31 日現在
増  減 

（参考） 
前連結会計年度末

平成 18 年 5 月 31 日現在
科  目 

金  額 金  額 金額 増減率 金  額 

（少数株主持分）  

少 数 株 主 持 分 － 403 △403 － －

（資本の部）  

Ⅰ 資 本 金 － 15,000 △15,000 － － 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 － 37,520 △37,520 － － 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 － 21,168 △21,168 － － 
Ⅳ 土地再評価差額金 － 4,116 △4,116 － － 
Ⅴ その他有価証券評価差額金 － 2,478 △2,478 － － 
Ⅵ 自 己 株 式 － △5,940 5,940 － － 

資 本 合 計 － 74,342 △74,342 － － 
負債、少数株主持分及び資本合計 － 314,509 △314,509 － － 

  

（純資産の部）  

Ⅰ．株 主 資 本  

1．資 本 金 15,000 － 15,000 － 15,000

2．資 本 剰 余 金 37,552 － 37,552 － 37,553

3．利 益 剰 余 金 21,296 － 21,296 － 23,175

4．自 己 株 式 △5,999 － △5,999 － △5,994

  株 主 資 本 合 計 67,849 － 67,849 － 69,733

Ⅱ．評価・換算差額等  

1．その他有価証券評価差額金 3,676 － 3,676 － 3,321

2．繰延ヘッジ損益 168 － 168 － 168

3．土地再評価差額金 59 － 59 － 63

4．為替換算調整差額 90 － 90 － 90

評価・換算差額等合計 3,995 － 3,995 － 3,643

Ⅲ．少 数 株 主 持 分 389 － 389 － 393

純 資 産 合 計 72,234 － 72,234 － 73,771

負債及び純資産合計 305,690 － 305,690 － 301,661
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２．（要約）四半期連結損益計算書                       （単位 百万円） 

当第 1 四半期 

自 平成 18 年 6 月 1 日

至 平成 18 年 8 月 31 日

前年第 1 四半期 

自 平成 17 年 6 月 1 日

至 平成 17 年 8 月 31 日

増  減 

（参考） 

前連結会計年度 

自 平成 17 年 6 月 1 日

至 平成 18 年 5 月 31 日
科  目 

金  額 金  額 金額 増減率 金  額 

Ⅰ 売 上 高 79,903 77,174 2,728 3.5 340,615

Ⅱ 売 上 原 価 63,032 58,469 4,563 7.8 264,748

売 上 総 利 益 16,870 18,705 △1,834 △9.8 75,866

Ⅲ 販売費及び一般管理費 17,332 17,831 △499 △2.8 72,578

営 業 利 益 △461 873 △1,335 △152.9 3,288

Ⅳ 営 業 外 収 益 475 436 39 9.2 2,462

Ⅴ 営 業 外 費 用 757 753 4 0.6 3,515

経 常 利 益 △743 556 △1,299 △233.8 2,236

Ⅵ 特 別 利 益 307 53 253 470.2 3,346

Ⅶ 特 別 損 失 406 1,213 △806 △66.5 2,748

税金等調整前四半期(当期)純利益 △842 △603 △239 39.8 2,834

法人税、住民税及び事業税 308 401 △93 △23.3 1,593

法 人 税 等 調 整 額 △28 203 △232 △114.2 △187

少 数 株 主 損 失 4 10 5 △55.3 80

四半期(当期)純利益 △1,117 △1,197 80 △6.7 1,509
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３．四半期連結株主資本等変動計算書 
当第 1 四半期連結会計期間（平成 18 年 6 月 1 日から平成 18 年 8 月 31 日まで） 

（単位 百万円） 

株 主 資 本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年５月 31 日残高 15,000 37,553 23,175 △5,994 69,733

当四半期中の変動額  

剰余金の配当 △764 △764

土地再評価差額取崩額 3 3

四半期純利益 △1,117 △1,117

自己株式の処分 △0 2 1

自己株式の取得 △7 △7

株主資本以外の項目の当四

半期中の変動額（純額） 

当四半期中の変動額合計 － △0 △1,878 △4 △1,883

平成 18 年８月 31 日残高 15,000 37,552 21,296 △5,999 67,849

 

 

評価・換算差額等  

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

少数株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 18 年５月 31 日残高 3,321 168 63 90 3,643 393 73,771

当四半期中の変動額  

剰余金の配当  △764

土地再評価差額取崩額  3

四半期純利益  △1,117

自己株式の処分  1

自己株式の取得  △7

株主資本以外の項目の当四

半期中の変動額（純額） 
355 － △3 0 351 △4 347

当四半期中の変動額合計 355 － △3 0 351 △4 △1,536

平成 18 年８月 31 日残高 3,676 168 59 90 3,995 389 72,234
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（参考）前連結会計年度（平成 17 年 6 月 1 日から平成 18 年 5 月 31 日まで） 
（単位 百万円） 

株 主 資 本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 17 年５月 31 日残高 15,000 38,745 23,346 △6,942 70,149

連結会計年度変動額  

剰余金の配当 △1,531 △1,531

役員賞与の支給 △10 △10

持分法会社増加による増加高 21 21

持分法会社減少による減少高 △8 △8

合併による増加高 3 3

合併による減少高 △93 △93

土地再評価差額取崩額 △63 △63

当期純利益 1,509 1,509

自己株式の消却 △1,224 1,224 －

自己株式の処分 32 20 53

自己株式の取得 △297 △297

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
－

連結会計年度変動額合計  △1,191 △171 947 △415

平成 18 年５月 31 日残高 15,000 37,553 23,175 △5,994 69,733

 

評価・換算差額等  

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金 

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

少数株主 

持分 

純資産 

合計 

平成 17 年５月 31 日残高 1,899 3,997 5,896 413 76,459

当連結会計年度変動額  

剰余金の配当  △1,531

役員賞与の支給  △10

持分法会社増加による増加高  21

持分法会社減少による減少高  △8

合併による増加高  3

合併による減少高  △93

土地再評価差額取崩額 63 63  －

当期純利益  1,509

自己株式の消却  －

自己株式の処分  53

自己株式の取得  △297

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
1,422 168 △3,997 90 △2,316 △19 △2,336

連結会計年度変動額合計 1,422 168 △3,934 90 △2,253 △19 △2,688

平成 18 年５月 31 日残高 3,321 168 63 90 3,643 393 73,771
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４．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位 百万円） 

 
当第 1 四半期 

自 平成 18 年 6 月 1 日 

至 平成 18 年 8 月 31 日 

前年第 1 四半期 

自 平成 17 年 6 月 1 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

（参考） 

前連結会計年度 

自 平成 17 年 6 月 1 日 

至 平成 18 年 5 月 31 日 

区  分 金  額 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期(当期)純利益 △842 △603 2,834

減 価 償 却 費 2,164 1,923 8,626

減 損 損 失 － 1,147 1,220

売 上 債 権 の 減 少 額 1,003 2,245 2,099

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △6,640 △5,319 △3,542

仕 入 債 務 の 増 減 額 △886 308 8,002

そ の 他 3,220 175 △8,915

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,981 △121 10,326

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △2,808 △3,397 △12,724

そ の 他 2,618 574 5,239

投資活動によるキャッシュ・フロー △190 △2,823 △7,484

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短 期 借 入 金 の 純 増 額 2,797 12,322 357

長 期 借 入 に よ る 収 入 6,700 11,578 24,525

長期借入金の返済による支出 △5,269 △5,765 △22,324

配 当 金 の 支 払 額 △641 △599 △1,528

そ の 他 △5 △222 △289

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,581 17,313 741

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 1,409 14,369 3,583

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 20,094 16,221 16,221

Ⅵ 連結範囲増加に伴う現金及び現金同等物の増加額 － － 64

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の受入額 － 225 225

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 21,504 30,816 20,094

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 8



 9

 

４．四半期セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

当第 1四半期連結会計期間（自 平成 18 年 6月 1日 至 平成 18 年 8月 31 日） 
（単位 百万円） 

 
ビル建材 
事業 

住宅建材
事業 

商業施設
事業 

マテリアル
その他事業

計 
消去 

又は全社 
連結 

  売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

15,813 43,954 7,611 12,523 79,903 － 79,903

 (2) セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
－ － － － － － －

計 15,813 43,954 7,611 12,523 79,903 － 79,903

  営業費用 18,224 42,712 7,385 11,737 80,059 305 80,365

営業利益 △2,411 1,241 226 786 △156 (305) △461

 

前年第 1四半期連結会計期間（自 平成 17 年 6 月 1日 至 平成 17 年 8月 31 日） 
（単位 百万円） 

 
ビル建材 
事業 

住宅建材
事業 

商業施設
事業 

マテリアル
その他事業

計 
消去 

又は全社 
連結 

  売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

17,658 43,713 5,584 10,218 77,174 － 77,174

 (2) セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
－ － － － － － －

計 17,658 43,713 5,584 10,218 77,174 － 77,174

  営業費用 19,160 41,874 5,465 9,361 75,861 439 76,300

営業利益 △1,502 1,839 118 856 1,312 (439) 873

 

（参考）前連結会計年度（自 平成 17 年 6月１日 至 平成 18 年 5月 31 日） 
（単位 百万円） 

 
ビル建材 
事業 

住宅建材
事業 

商業施設
事業 

マテリアル
その他 

計 
消去 

又は全社 
連結 

  売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

103,049 167,349 24,441 45,775 340,615 － 340,615

 (2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － －

計 103,049 167,349 24,441 45,775 340,615 － 340,615

  営業費用 103,710 164,962 23,861 43,105 335,639 1,686 337,326

営業利益 △661 2,386 580 2,670 4,975 (1,686) 3,288

 


